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１．はじめに

　現代における消費者行動研究において、消費の意

思決定における社会的影響の重要性、すなわち消費

の相互依存性を強調した人々の一人がデューゼンベ

リー（James・S・Duesenberry, 1918～2009）である１）。

彼は1949年に刊行した『所得、貯蓄および消費者行

動の理論』２）、特にデモンストレーション効果およ

び相対所得仮説により知られている。本稿では、マ

コーミックの論文「行動経済学の実践者としての

ジェイ ム ズ・ デュ ーゼ ン ベ リー」３）を 採 り 上 げ、

デューゼンベリーの所説の概要と行動経済学との関

連を中心に所説の紹介を行なう。

　新古典派経済学のルールの一つに個人の選好は他

の個人の選好とは無関係である、というものがある。

この考え方の前提は、個人の行動が自分自身の物的

利益を極大化するという単一の動機によって導かれ

ている、というものである。換言すれば、人々はど

のようなものをどれくらい消費するのかについては

関心があるが、他人と比べて何をどれくらい消費す

るのかについては関心がないと見做している。

　デューゼンベリーが1949年に刊行した『所得、貯

蓄および消費者行動の理論』は、ケインズ的消費関

数の一批判として出発している。彼は、その著の冒

頭で、需要理論の二つの基本的な仮説の根拠が薄弱

である、と述べている。その仮説というのは（１）個々

人の消費行動はあらゆる他人の消費行動と無関係で

あり、（２）消費の関連は時間について可逆的である、

ということである４）。彼は、独立選好の仮定は「い

かなる経験的な根拠」に基づくものではないと述べ、

さらに、「選好が実際には相互依存関係にあるという

ことを想定する強力な心理学的ならびに社会学的理

由がある」、と主張する５）。心理学的ならびに社会

学的証拠に訴えるデューゼンベリーの主張は、マ

コーミックによれば行動経済学の実践者として特徴

を持っている。デューゼンベリーの言わんとするこ

とは、経済学者はより現実的な人間行動についての

ビジョンをもって研究する必要があり、より正確な

予想を与えるべきである、ということである。

２．相対的所得仮説

　デューゼンベリーの当面の関心事は（１）クズネッ

ツにより収集された1869年から1929年の期間の総貯

蓄と所得に関するデータ。（２）1935から36年およ

び1941から42年の支出研究、（３）商務省によって刊

行されている1929年以降の期間の毎年の総貯蓄と所

得に関するデータという３つの明らかに相反する

データをいかに調和させるかということであった。

第一の長期データは、所得の上昇とともに貯蓄され

る所得の割合にいかなる傾向も存在しないことを示

している。第二のクロスセクションデータは、所得

と共に貯蓄される所得の割合が上昇することを示し

ている。第三の短期データも、所得と共に貯蓄され

る所得の割合が上昇することを示しているが、それ

はクロスセクションデータとは比率が異なっている６）。

　デューゼンベリーの解決法は相対的所得仮説と呼

ばれるものである。この仮説にとって主要なものは、
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品の消費は、次第に社会的地位の指標となる。その

結果として、人々はしばしば現在消費している商品

よりもより良い商品に触れると、社会階層の低いポ

ジションにある自らを思い出す。何らかの程度の自

尊心を維持するために人々は、より良い品質の商品

を消費することによって彼我のギャップを近づけよ

うとする。

　われわれよりも他人がより良い商品を商品するの

を目にするのが頻繁にあるならば、デモンストレー

ション効果は特に著しくなる。デューゼンベリーは、

合衆国にはいかなる公的な社会階層が存在しないた

めに、異なった社会階層の諸個人がしばしば相互に

影響を与える機会を持つし、他人が消費しているも

のを目にする。デューゼンベリーは予測することは

できなかったが、今日デモンストレーション効果は

強化されている。というのも、テレビやソーシャル

メディアなどは、ほとんど継続的なバイアスをもっ

ている高い社会的地位財にわれわれをさらしている

からである。より高い物的生活水準のための競争に

おいて、われわれは継続的に自らの相対的な位置づ

けを思い出す。

　所得配分の最低水準にある人々にとっては、だれ

もがより品質の良い商品を消費しているように思わ

れる。低い社会的地位を思い出すことは、できうる

限り消費を引き上げ、それ故に貯蓄を減らす要因と

なる。デューゼンベリーのことばでは、「特定の家庭

にとって、上質な商品と頻繁に接触することは、主

として、他人の消費が増大するにつれて、増大する。

そのようなことが起こった場合、支出を増やす衝動

は頻度が増大し、強くなり、それらに抵抗すること

が十分にできなくなる。その結果、貯蓄を犠牲にし

て支出を増大させる。」13）

　それとは対照的に、所得分配の上位に位置する

人々は、高級財を消費する人々に出会うことはほと

んどない。それゆえに彼らはすでに行っている消費

以上に支出をするプレッシャーをほとんど感じるこ

とはない。それゆえにデモンストレーション効果は、

貯蓄される所得の割合は所得とともに上昇するとい

うクロスセクションデータを説明するために用いる

ことができる。低所得の人々はより支出するための

プレッシャーを常に感じている。所得が増えるにつ

ある人が消費から引き出す効用は他人の消費に比べ

て、何をどれくらい消費するかに依存している、と

いう考え方である。これは、人々が他人と比較した

自分自身の社会的地位に関心を持っているためであ

る。デューゼンベリーが述べているように、「消費者

行動問題を真の理解は消費パターンの社会的性格に

ついての十分な認識で始めなければならない」７）。

この考え方には次の二点が重要である。（１）特定

の財についての評価はしばしば文化的に決定される。

（２）何をどれくらい消費するかということは、わ

れわれが社会階層のどこに位置しているかを示して

いる。

　デューゼンベリーは「人々は同一目的に役立つ諸

財を無差別に扱うのではない。移動しようと思う人

は歩いてゆくか、地下鉄に乗るか、それともタクシー

にするかどうかを気にかける８）」。さまざまなもの

は等価ではない。ある財は他のものよりも「より良

い」と見做されている。また「技術的優越性」に基

づいている場合もある。たとえば、ワープロソフト

を搭載しているコンピュータは、明らかに手動式の

タイプライターよりも優れている。

　また、商品は社会的なランキングにも支配されて

いる。ブランドネームのある商品は一般的な商品よ

りも優れていると見做される。ロレックスはタイ

メックスやカシオよりも正確であるわけではないが、

多くの人がロレックスはその他の二つよりもより良

いものであることを知っている。デューゼンベリー

はヴェブレンのように、そのようなランキングを説

明しようとしたわけではないが、ランキングが存在

すると述べている。ランキングについての社会的合

意がデューゼンベリーの「デモンストレーション効

果」の基礎を形成している９）。

　デューゼンベリーは「主要な社会的な目標のひと

つがより高い生活水準である社会である」、という10）。

この目標は「社会化のプロセスにより諸個人の心の

中にインストールされている。・・・・その目標は

自尊心を維持するために本質的なものになりつつあ

る」。それは「諸個人における基本的な原動力」で

ある11）。このように「高い生活水準という社会的目

標は自尊心に対する原動力をより高い品質の商品を

入手ことに対する原動力に変える」12）。高品質の商



― 141 ―

資料紹介

には、より多くの人々が通常以上の所得を得るし、

それゆえに、通常の消費は所得のより小さな部分を

占める。これは貯蓄率が不況に下落し、経済の急成

長期には上昇を示すデータと一致する。

３．デューゼンベリーと行動経済学

　 こ れ ま で の 検 討 か ら 明 ら か に なった よ う に、

デューゼンベリーの中核的な考え方の一つは、人々

は特定の消費パターンに慣れるようになり、それを

「通常」と見做すようになる。所得が減少し「通常」

レベルを下回るように、しぶしぶ消費をカットする。

しかし、所得が通常よりも上に上がっても、消費を

急いで増加させるわけではない。換言すれば、消費

の損失は利得よりも強く感じられる。このことは損

失嫌悪の事例のひとつであり、カーネマンとトベル

スキーによって展開されたプロスペクト理論の中核

的な要素である15）。

　貯蓄率に関する短期的行動についてのデューゼン

ベリーの議論は、現状のバイアスは、人々が重きを

置く現在の状況が参照点として用いられる、という

ことを意味する。現状からの離反の見込みは疑いを

もって見られる。カーネマンとトベルスキーが示し

たように、人々は行動を変化させないことから生じ

る悪い状況よりも、行動を変化させることから生じ

る悪い状況を恐れる。

　しかし、デューゼンベリーの議論の根底には、人々

の消費の意思決定が他人の消費によって影響を受け

るという考え方がある。この考え方は、新古典派の

需要理論の中核における独立選好の仮定に反するも

のである。人々は他人が自分ことをどのように思っ

ているのか非常に関心がある。われわれも、他人が

自分の着ているものや行なうことに非常に注意を

払っている。実際ひとびとは、どの程度まで自分の

行動や外見が他人によって注目されているかに関し

て過大評価している。他人が実際よりもより多くの

関心をわれわれに払ってくれていると考える傾向は

スポットライト効果として知られている。スポット

ライト効果は社会階層における自らの位置について

一層気を揉むようにさせる。それゆえに、われわれ

は正しい社会的シグナルを示すように努力する。好

ましい関心に関する欲求はさまざまな方法で行動に

れて、より良い品質の商品を消費する人々に出会う

場面はより少なくなってくる。その結果として、自

らの社会的地位や自尊心を維持するためにより多く

消費するというプレッシャーは次第に少なくなって

くる。それゆえに、人々は富裕な人々はより貧困な

人々よりもより大きな所得の割合を貯蓄している。

　にもかかわらず、このようなパターンは長期的に

は捉えられてはいない。このデータは、経済が成長

し、われわれの大部分が富裕になるにつれて、貯蓄

される国民所得の割合は多かれ少なかれ一定の状態

にとどまる、ということを示している。そのことは

パラドックスであるように思われる。もしも富裕な

人々が貧困な人々よりも所得のより大きな部分を貯

蓄するならば、なぜ経済の成長とともに貯蓄率が上

昇しないのか。

　デューゼンベリーは、所得の一般的な上昇は所得

配分を変化させないということを指摘することでク

ロスセクションデータと長期データという二つの

データセットを調和させている。たとえば、もしも、

私が所得配分の最低底辺におり、私の所得が他のす

べての人と共に２倍になったならば、その時、私は

所得配分の最低水準のままである。大部分の人々は

私よりもより良い商品を消費している。デモンスト

レーション効果は過去においては強力であった。そ

れは絶対所得ではなく相対所得に関してである。

　貯蓄率が所得ともに上がる短期データについては

そうであるが、クロスセクションデータにおける異

なった比率についてはどうであろうか。デューゼン

ベリーは「貯蓄は現在の所得のみならず過去の所得

にも依存している14）」と主張する。今までは、景気

後退期の間に所得の減少を被る裕福な家庭を考えて

みよう。その家庭は、通常と見做される特定のライ

フスタイルに慣れている。所得が減少するにつれて、

そのライフスタイルを維持するために貯蓄の比率が

下がる。他方、もしも好景気の間に所得の上昇を経

験しているならば、通常の消費を維持するためによ

り多く支出する必要はない。それゆえに貯蓄率は上

昇する。経済的下降期には、より多くの人々が通常

よりも所得が減少し、それゆえに、習慣的な支出水

準を維持するためにさほど貯蓄しないか、あるいは

まったく貯蓄しないにちがいない。経済の急成長期
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　デューゼンベリーは、「この事例は極端に非現実的

なものであるが、すくなくとも、いかに貯蓄が再分

配によって影響されるかに関してはすくなからぬ疑

問がある、ということを示している」と指摘してい

る19）。彼の事例は、所得の再分配が必然的に貯蓄を

減少させる。というのも、貧困な人々は富裕な人々

に比べて平均貯蓄性向が低いからである、と主張す

る人々に対して向けられている。デューゼンベリー

の主眼点は、平均貯蓄性向は相対的所得によって影

響されるが、絶対的所得によっては影響されない、

ということである。それゆえに、所得分配における

変化は人々が貯蓄する比率に影響を与える。

　ひとたび所得の再分配が平等化されると人々はそ

の相対的なポジションに満足する、というデューゼ

ンベリーの暗黙の仮定から生じるもう一つの重要な

問題がある。たとえば、ソースタイン・ヴェブレン

は、そのことについてそう考えてはいない。よく知

られているように、デューゼンベリーと同じように

ヴェブレンも消費の決定が社会的地位についての関

心によって非常に影響を受ける、と考えていた。ヴェ

ブレンは1915年においてさえ、消費支出の半分は「因

襲的に必要性のある」だけのものに対しておこなわ

れている、と主張している20）。にもかかわらず、ヴェ

ブレンは、社会的地位に対する衝動は非常に強力な

ので、いかなる所得の再分配の総額も消費に対する

欲望を減少させない、と考えていた。ヴェブレンは、

こう述べている。「ことの性質上、富に対する欲望

はいかなる個人の場合にも飽和するということは滅

多にない。そして、普通の、または一般的な富に対

する欲望の充足は明らかに問題とならない。たとえ、

富が、いかに広く、平等に、または『公正』に分配

されたとしても、その社会の富の一般的増加は、財

貨の蓄積で、他のあらゆる人に打ち勝とうとするあ

らゆる人の欲望に基づくこのような要求の満足を解

決することはできない21）」。

　ヴェブレンの主眼点は人々があらゆる人と同等に

なるだけでは満足しない。というのも、彼らは他の

あらゆる人を凌ぎたいからである、ということであ

る。もしもヴェブレンが正しいならば、平等主義的

な所得の分配は平均貯蓄性向を増加させず、減少さ

せることになる。

影響を与える16）。

　もし、他の人々がそれを良いと思ったら、それは

良いに違いない。デューゼンベリーが述べているよ

うに、良いものから悪いものへ、財には十分に理解

されている社会的階層が存在する。われわれは他人

が良いと思うものから手がかりを得るし、われわれ

の消費決定はそのランキングを反映している。われ

われは社会的産物であるからである。

　消費に関するその他の事例は豊富にある。ファッ

ションの循環的な性質は他の誰よりも「より良い」

商品を消費することによってステータスを得ること

に対する欲望から生じている。しかし、大衆がファッ

ションで見栄を張る場合、一般の人から自分自身を

区別するための新しいファッションに対する欲望が

存在する。婦人の化粧品から犬の餌まであらゆるも

のの支出は流行と社会的地位についての関心によっ

て影響を受けている。偽造贅沢品に対する欲求は特

に良い見本である。偽造ラグジュアリーブランドに

対する「消費者」の欲望はラグジュアリーブランド

選好の基礎にある社会的動機に依存している。社会

的地位は強力な動機づけの要因となる17）。

４．政策的インプリケーション（意義）

　デューゼンベリーは、もし相対的所得仮説が正し

いならば、富裕な人々から貧困者への所得の再分配

は平均的貯蓄性向を増加させる、と主張する。彼は、

1941年の物価で総所得が年5000ドル以上の人々が課

税され、5000ドル以下の所得の人々に与えられたら、

すべての人は所得が5000ドルになるという仮説的な

事例を与える。直接的な結果は平均貯蓄性向の減少

である。それは二つの理由による。１）以前5000ド

ル以上の所得のあった人々は消費支出の習慣的水準

を維持するために貯蓄を減少させる。そして、２）

以前5000ドル以下の所得の人々は、彼らの社会的地

位を上げるために追加的所得のすべてを支出してし

まう。しかし、「新しい状況への十分な適応を可能に

するのに十分な長い期間の後では」デモンストレー

ション効果は力を失う。というのも、すべての人が

同じ所得となったからである。そのために、「より多

く消費することに対するプレッシャーは弱くなり、

平均的な貯蓄性向は上昇する」18）。
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て決定されるならば、思いがけない利得は思いがけ

ない損失が生じた時に消費を円滑化するために常に

貯蓄される。

　フリードマンは、この理論をデータと一致するよ

うに使っている。短期的には一時的所得は好景気の

間には増加し、景気後退期には減少する。もしも消

費が恒久所得に依存しているならば、データが示し

ているように、消費は好景気の時には現在の所得に

比例して下落し、景気後退期には現在の所得に比例

して上昇する。クロスセクションデータは、何らか

の時点で、富裕な人々の多くは一時的な所得の増加

を経験している、それゆえに、より多くを貯蓄して

いる。これに対して「貧困な人々」の多くは一時的

な所得の減少を経験し、あまり貯蓄をしていない、

ということを説明している。一時的所得はゼロであ

るために長期的に消費は常に所得の一部分である。

恒常所得仮説はホモ・エコノミクスにとってのみ意

味がある24）。

　われわれの中にある思慮深い「プランナー」は、

われわれの中にある衝動的「行為者」をコントロー

ルすることができる。ダニエル・カーネマンは心理

学者による膨大な研究を根拠にして人間が二つのメ

ンタルシステムをもっている点について次のように

いう。「『システム１』は自動的に高速で動き、努力

はまったく不要か、必要であってもごくわずかであ

る。また自分の方からコントロールしている感覚は

一切ない。『システム２』は複雑な計算など頭を使

わなければできない困難な知的活動にしかるべき注

意を割り当てる。システム２の働きは、代理、選択、

集中などの主観的経験と関連づけられることが多

い」25）。

　われわれの中にあるプランナーはシステム２であ

る。行為者はシステム１である。不幸なことに、人

間はシステム１の統制のなかで大部分の生活をお

くっている。それはわれわれに注意を払い、現実的

に考えるように努力することを求めている。われわ

れの中にいる計画者は早寝早起きをさせ、規則的に

働き、分別良く食べ、喫煙をせず、すべての衝動買

いに抵抗するようにさせる。しかし、われわれの中

にいるプランナーは別の考え方をもっている。

　それゆえに、二つの仮説が提示しうる。それらは

　デューゼンベリーとヴェブレンの間のこの議論は、

人々があらゆる人と同じレベルの消費で満足するか、

人々がこの基準を超えるように努力し続けるかどう

かということに要約できる。これは経験的な問題で

あるし、いかに現実の人々が行動するかによる。こ

れは行動経済学者にとって重要な研究課題であるよ

うに思われる。

５．なぜデューゼンベリーは今日等閑視されるのか

　相対的所得仮説は、長期データ、クロスセクショ

ンデータおよび短期データにおける明白な矛盾をう

まく解いているし、日々の経験とも調和している。

また、それは人間の動機や人間行動に関する60年以

上の研究からのベネフィットも得ている。にもかか

わらず、デューゼンベリーと相対的所得仮説は実際

には経済学から消えている。ロバート・フランクは、

デューゼンベリーの消えたのは、途方に暮れる、と

述べている。というのも「彼の消費者行動理論は

1950年代に置き換えられた代替理論よりも明らかに

優れていたからである。理論が根拠をより良く説明

する代案によって置き換えられた印象的な逆転であ

る。彼が近代経済学の教科書から消えたのは関心を

そそる注意を促す物語である」とすら述べている22）。

　相対的所得仮説に置き換わった主要な代替理論は

ミルトン・フリードマンの恒常所得仮説である。も

しも人々が消費の限界効用を経験したならば、彼ら

は消費を長期にわたり「平準化」したいと思うだろ

う。所得が高い場合よりも低い場合には、消費の限

界効用は高い。だから人々は所得が低い場合に消費

できるようにするために所得が高い時に貯蓄するこ

とを望む。その結果として、消費は現在の所得によっ

てではなく、平均的な毎年の生涯所得（恒久所得と

呼ばれる）の現在の割引された価値によって決定さ

れる23）。

　ある特定の年においては、予期せぬ多くの時間外

労働のため所得は著しく高くなったり、あるいは予

期せぬ失業のために著しく低くなったりする。かく

して毎年の所得は二つの構成要素をもっている。予

想される生涯所得によって決定される恒久的構成要

素と「思いがけない」利得と損失によって決定され

る一時的な構成要素。もしも消費が恒久所得によっ
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１）「選好の相互依存性の考え方は、すでに.W.S.ジェ

ボンズ、Ａ.マーシャル、さらにはＴ.ヴェブレン、
Ｆ.ナイトなどによって早くから認められている」

（池田紀久美「デューゼンベリー仮説に基づく相
互依存的消費路理論の検討」山口経済学雑誌、26

（1.2）、1976.07、225頁）およびリチャード・Ｔ・
ギル著、久保芳和訳＜経済学史』東洋経済新報社、
1991年９月17日第23刷、137頁も併せて参照され
たい。またデューゼンベリーについては、たとえ
ば、篠原三代平「J.S.デューゼンベリー著『所得・
貯蓄および消費者行動の理論』」1951、経済研究
２（４）、325-328頁、塩野谷九十九「ジェームズ・
Ｓ.デューゼンベリー著『所得・貯蓄および消費
者 行 動 の 理 論 』」、1951,12、 経 済 科 学 １（ ４）、
127-136頁、大熊一郎「消費性向と貯蓄率・・デュー
ゼンベリー『所得貯蓄及び消費性向』について」
1952,06、社会保障研究２（１）、136-156頁など
がある。

２）James S. Duesenberry, Income, Saving and the 

Theory of Consumer Behavior （Harvard University 

Press : Cambridge Massachusetts, 1949. 本 稿 で は、
Harvard University Press, second printing, 1952年版
を使っている。邦訳として、ジェームズ　Ｓ.デュー
ゼンベリイ著、大熊一郎訳『所得・貯蓄・消費者
行爲の理論』巌松堂書店、昭和30年２月20日初版
発行がある。

３）ken McCormick, ”James Duesenberry as a 

practitioner of behavioral economics”. Journal of 

Behavioral Economics for Policy, 2018, Vol.2, 

No.1, pp.13-18.

４）Duesenberry, op.cit., p.1.前掲訳書、１頁。
５）Ibid., p.3.同上訳書、３頁。
６）Ibid, pp.1-2.同上訳書、２頁。
７）Ibid., p.19.同上訳書、26頁。
８）Ibid., p.20.同上訳書、27頁。
９）McCormick, op.cit., p.14.

10）Duesenberry, op.cit., p.28.前掲訳書、39頁。
11）Ibid., p.28.同上訳書39頁。
12）Ibid., p.31.同上訳書42頁。
13）Ibid., p.27.同上訳書37頁。
14）Ibid., p.76.同上訳書107頁。
15）Daniel Kahneman, Amos Tversky,”Prospect 

Theory : Analysis of Decision under Risk”, 

Economettica, Vol.47, No.2. (Mar.,1979), pp.263-

292.

16）McCormick, op.cit., p.15.

17）Ibid., p.15.

データと一致しているものである。相対的所得仮説

は行動経済学の発見や常識と一致している。恒常所

得仮説は生涯にわたって消費の効用を極大化すると

いう経済人に依存している。あるひとは、新古典派

経済学者にとって恒常所得仮説の魅力は正確さであ

る。というのも、それが経済人によって立つもので

あるからである。相対的所得仮説を受け入れるため

には、独立選好の仮説を拒絶しなければならない。

そのためには新古典派の需要理論の中核的部分を放

棄しなければならない。

６．まとめ

　以上がマコーミックの所説の概要である。マコー

ミックはデューゼンベリーの『所得、貯蓄および消

費者行動の理論』の検討を通じて、そこに行動経済

学との類似点を見ている。デューゼンベリーは消費

者行動に心理学および社会学的視点からアプローチ

するだけでなく、すでに触れたようにクズネッツの

データ、支出研究および商務省のデータの検討から

相対的所得仮説を導き出した。それは消費決定にお

ける消費者間の相互依存関係を明らかにしたもので

ある。消費は個人の絶対的な所得水準ではなく、そ

の相対的地位によって左右されるということである。

このような人々の消費に関する意思決定が他人の消

費によって影響を受けるという考え方は、明らかに

ヴェブレンとの類似性が指摘できるが、デューゼン

ベリー自身はそれを否定しているし、26）デモンスト

レーション効果と衒示的消費との関連も否定してい

る27）。さらにデューゼンベリーの考え方は行動経済

学の先駆的な視点がみられる点も明らかにしている。

しかし、マコーミックが指摘しているようにデュー

ゼンベリーの相対的所得仮説は人間の動機や人間行

動の説明として優れているにもかかわらず等閑視さ

れ、その後、フリードマンの恒常所得仮説に取って

代わられてしまった。経済人に依拠する恒常所得仮

説と現実の人間行動に基づく相対的所得仮説のいず

れが、より合理的な説明を与える考え方なのかは、

さらに検証の必要があろう28）。
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